
 

 

平成２２年度事業報告書 

 

１ 会議の開催 

（１）総代会 
① 平成２２年５月２０日、日本消防会館において総代会を開催、次の議案について

審議し、いずれも原案のとおり可決又は承認された。 
   第１号議案 平成２１年度事業報告及び決算の認定について 
         監査報告 
   第２号議案 平成２１年度剰余金処分案について 
   第３号議案 役員の改選について 
   第４号議案 「事業規約」及び「事業規約実施規則」の一部改正について 
   報告事項  総代の変更について 
② 平成２３年２月２４日、日本消防会館において総代会を開催、次の議案について

審議し、いずれも原案のとおり可決又は承認された。 
第１号議案 平成２３年度事業計画及び収支予算について 

   第２号議案 役員の選任について 
   第３号議案 全日本消防人共済会役職員給与規程の一部改正について 
   報告事項１ 総代の改選について 
   報告事項２ 全日本消防人共済会事業規約の一部改正について 
（２）理事会 
① 平成２２年５月２０日、日本消防会館において理事会を開催、総代会に付議する

議案について審議し、いずれも原案のとおり可決又は承認された。 
② 平成２２年５月２０日（総代会終了後）、会長・理事長・常務理事の互選を行い、

高木繁光会長・秋本敏文理事長・岩田知也常務理事が就任した。代表理事の選定に

ついては、高木繁光会長と秋本敏文理事長が選任された。 
 ③ 平成２２年９月１６日、日本消防会館において理事会を開催、次の議案について

審議し、原案のとおり承認された。 
報告事項  平成２２年度中間事業報告について 

④ 平成２３年２月２４日、日本消防会館において理事会を開催、総代会に付議する

議案について審議し、いずれも原案のとおり可決又は承認された。 
（３）都道府県支部実務担当者会議 

平成２２年６月～７月、全国６ブロックにおいて、都道府県支部実務担当者会議

を開催した。 
（４）都道府県支部会議 

平成２３年２月１８日、都道府県支部会議を日本消防会館において開催し、平成 



２３年度火災共済加入促進の概要及び全日本消防人共済会規程の一部改正案等につ

いて説明を行った。 
 
２ 監査 

（１）監事監査 
平成２２年５月１２日、日本消防会館において、本組合の財産及び業務執行の状

況について監事監査を受けた。 
（２）外部監査 

平成２１年５月２７日及び平成２２年２月２８日、芳井公認会計士に依頼し、日

本消防会館において、外部監査を受け会計帳簿の点検や経理事務の指導を受けた。 
 
３ 出資等の変更登記 

東京法務局港出張所に対し、出資の総口数及び払込済出資総額の変更登記を平成  
２２年５月１２日に行った。（平成２２年３月３１日現在） 

   出資総口数   １，９８８，７６３口 
 出資総額  １９８，８７６，３６４円 
 

４ 事業規約の一部改正 

生活協同組合全日本消防人共済会事業規約の改正について、平成２２年８月２日付

けで厚生労働省の認可を得、即日施行した。主な改正点は、平成２２年４月１日から

施行されている保険法に基づく改正であり、契約締結に際する共済契約者の告知義務、

共済金給付の履行期などが改正の主なものである。これに併せて事務取扱要綱を全面

的に改め、都道府県支部等に配付し周知を行った。 
   
５ 防災活動車の交付 

共済事業促進に功績のあった職域の消防団に対して防災活動車（軽自動車タイプ）

２台を交付した。 

 
６ 火災予防ポスターの配布 

全国の小学生・中学生を対象に火災予防ポスター図案を募集し、和歌山県田辺市立

明洋中学校３年小山大輝さんの作品が全国最優秀となり、平成２２年度全国統一防火

標語を印刷し、防火ポスターとして３万７千枚を作成し、火災予防運動に呼応して各

都道府県支部（消防協会）及び各市町村へ配布し、火災予防思想の普及、高揚に努め

た。 

 
７ 防火防災に関する作文の配布 

  全国の中学生を対象に防火防災に関する作文を募集し、福岡県新宮町立新宮中学校



相島分校３年篠崎航さんの作品「島を守る消防団」が全国最優秀となり、佳作以上の

作品を表彰した。またこれらの文集を制作して、組合員の防火防災意識の高揚を図る

ため、全国に配布した。 
 
８ 特別加入促進キャンペーンの実施 

  平成２１年７月１日付けで全日本消防人共済会定款及び事業規約を改正し、共済金

の最高限度額を引き上げ、共済金の補償倍率を５割増しとしたことに伴い、平成２１

年１０月加入から平成２２年９月までの１年間を特別加入促進キャンペーン期間と

し、新規加入及び掛金の増口の促進を図った。またキャンペーン期間終了後の１２月

には、顕著な実績を残した支部に対して、報奨として組み立て式パイプテントを計８

１張配付した。 

 

９ 東日本大震災の対応 

  本組合の職域である消防団を支援するため、特に被害が甚大であった岩手県、宮城

県、福島県へ、日本消防協会を通じて各２００万円、計６００万円の災害支援金を交

付した。 

 


